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1995 　1996　　　1997　　　1998　　　1999　　　2000　　　2001　　　2002

復興支援ニーズ

政治指導者による民族主義の煽動

民族間の憎悪感情

難民・国内避難民帰還の 延

トラウマなど精神障害の蔓延

戦犯の処罰

資源・戦略・交通の要衝としての覇権争い（特にブルチコ）

小型武器の氾濫

統合されていない軍隊及び陸軍

治安維持体制整備の 延

破壊されたインフラ・社会サービス（住居環境、医療、水）

破壊されたインフラ・社会サービス2（教育）

対人地雷・UXO問題

政府の機能不全

法制度未整備

経済停滞（雇用の不 、不安定な市民生活）

地雷被災者・紛争による障害者の支援

注意：ニーズの 低は時系列的なニーズの 低を分析しており、各分野間の比 に基づくものではない。

主な出来事
1995年11月　デイトン和平合意
1996年9月　統一選挙
1997年12月　和平実施会議（PIC)により上級代表事務所（OHR）に暫定的決定権が付与
1998年9月　第２統一選挙
1999年10月　上級代表事務所（OHR)の権限さらに強化
2000年11月　第３統一選挙
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